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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結
累計期間

第55期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 23,201,162 22,128,756 30,298,745

経常利益 （千円） 821,556 331,112 216,931

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（千円） 423,123 △398,265 △298,193

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,457,376 △302,568 95,982

純資産額 （千円） 32,243,515 30,262,467 30,880,138

総資産額 （千円） 61,334,669 59,184,551 59,315,137

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）

（円） 52.40 △49.33 △36.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.4 42.7 43.8

 

回次
第55期

第３四半期連結
会計期間

第56期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 0.06 △57.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、第55期第３四半期連結累計期間は、潜在株

式が存在しないため、第56期第３四半期連結累計期間及び第55期は、１株当たり四半期（当期）純損失金額

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．第55期第３四半期連結累計期間の関連する主要な連結経営指標について、誤謬の訂正による遡及処理をした

数値の記載をしております。また、過年度の決算訂正を行い、平成30年５月17日に四半期報告書の訂正報告

書を提出しております。

 

EDINET提出書類

株式会社大真空(E01952)

四半期報告書

 2/19



２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、新規設立した加高電子（東莞）有限公司を連結の範囲に含めておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度（平成30年４月１日～平成30年12月31日）におけるわが国経済は、個人消費の持ち直しなど緩

やかな回復傾向で推移しました。米国は雇用環境の改善など拡大基調が続き、欧州も堅調な個人消費により緩やか

な回復基調となりました。一方、米中貿易摩擦の問題が顕在化しており、中国を中心に景気の減速感が増しており

ます。

このような環境の中、当社グループが属する電子部品マーケットにおきましては、産業向けの販売が増加した

ものの、通信機向けやカーエレクトロニクス向けなどの販売が減少し、売上高は22,128百万円（前年同期比4.6%

減）となりました。利益面につきましては、価格変動による売上減少の影響などにより、営業利益は108百万円

（前年同期比83.0%減）となりました。営業外収益に為替差益101百万円、受取保険金193百万円を計上し経常利益

は331百万円（前年同期比59.7%減）となりました。特別損失に事業移管損失114百万円計上したことなどにより、

親会社株主に帰属する四半期純損失は398百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益423百万円）とな

りました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① 日本

　日本国内におきましては、カーエレクトロニクスや民生向けなどが前年を下回り、売上高は5,252百万円と前年

同期と比べ388百万円（6.9%減）の減収となり、国内生産品目の稼働率低下や価格変動の影響などにより、セグメ

ント損失（営業損失）は608百万円と前年同期と比べ756百万円（前年同期はセグメント利益147百万円）の減益と

なりました。

 

② 北米

　北米におきましては、カーエレクトロニクスや産業向けなどの販売が増加し、売上高は1,377百万円と前年同期

と比べ115百万円（9.2%増）の増収となり、セグメント利益（営業利益）は24百万円と前年同期と比べ10百万円

（80.6%増）の増益となりました。

 

③ 欧州

　欧州におきましては、カーエレクトロニクス向けなどが前年を下回った結果、売上高は2,007百万円と前年同期

と比べ168百万円（7.7%減）の減収となり、セグメント利益（営業利益）は32百万円と前年同期と比べ3百万円

（9.0%減）の減益となりました。

 

④ 中国

　中国におきましては、通信や民生、産業向けなどが前年を下回り、売上高は6,469百万円と前年同期と比べ735百

万円（10.2%減）の減収となりましたが、生産工場における歩留り改善などの効果により、セグメント利益（営業

利益）は15百万円と前年同期と比べ379百万円（前年同期はセグメント損失363百万円）の改善となりました。

 

⑤ 台湾

　台湾におきましては、通信や産業向けなどの販売が増加し、売上高は5,398百万円と前年同期と比べ163百万円

（3.1%増）の増収となり、セグメント利益（営業利益）は719百万円と前年同期と比べ120百万円（20.1%増）の増

益となりました。

 

⑥ アジア

　その他アジアにおきましては、カーエレクトロニクス向けなどの販売が減少し、売上高は1,623百万円と前年同

期と比べ58百万円（3.5%減）の減収に加え、生産工場における稼働率低下などの影響により、セグメント損失（営

業損失）は150百万円と前年同期と比べ376百万円（前年同期はセグメント利益226百万円）の減益となりました。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,307百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,049,242 9,049,242
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 9,049,242 9,049,242 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 9,049,242 － 19,344,883 － 5,781,500

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　975,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,014,100 80,141 －

単元未満株式 普通株式　　　 59,442 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 9,049,242 － －

総株主の議決権 － 80,141 －

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社大真空
兵庫県加古川市平岡町新

在家字鴻野1389番地
975,700 － 975,700 10.78

計 － 975,700 － 975,700 10.78

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の保有自己株式数は975千株です。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役 社長室長 専務取締役 営業本部長 田中　秀幸 平成30年７月１日

常務取締役 管理統括担当 常務取締役 管理本部長 前田　 宏 平成30年７月１日

常務取締役 事業統括担当 常務取締役 プロダクト本部長 飯塚　 実 平成30年７月１日

取締役 営業本部長 取締役
営業本部
副本部長

岡原　博文 平成30年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、SCS国際有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,602,163 15,619,975

受取手形及び売掛金 ※２ 7,125,316 ※２ 7,042,263

有価証券 829,028 160,995

商品及び製品 4,332,152 5,048,934

仕掛品 2,904,281 3,034,583

原材料及び貯蔵品 3,438,965 3,743,213

その他 1,287,733 1,285,711

貸倒引当金 △12,120 △1,224

流動資産合計 35,507,521 35,934,453

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,419,555 3,174,272

機械装置及び運搬具（純額） 9,114,981 8,780,737

工具、器具及び備品（純額） 878,379 884,716

土地 5,703,282 5,795,165

リース資産（純額） 635,893 584,238

建設仮勘定 795,661 1,043,335

有形固定資産合計 20,547,753 20,262,465

無形固定資産 165,778 151,523

投資その他の資産   

投資有価証券 1,558,042 1,356,654

長期貸付金 769 1,267

繰延税金資産 406,161 358,720

その他 1,208,912 1,199,265

貸倒引当金 △79,801 △79,800

投資その他の資産合計 3,094,084 2,836,108

固定資産合計 23,807,616 23,250,097

資産合計 59,315,137 59,184,551
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,687,333 2,718,900

短期借入金 1,753,978 2,435,076

1年内返済予定の長期借入金 4,111,052 5,079,324

リース債務 70,001 71,176

未払金 1,184,929 1,021,877

未払法人税等 177,910 243,480

賞与引当金 453,834 255,321

その他 765,053 1,042,323

流動負債合計 11,204,094 12,867,480

固定負債   

長期借入金 14,581,541 13,447,900

リース債務 570,640 517,110

繰延税金負債 681,299 615,594

退職給付に係る負債 1,101,683 1,209,287

長期未払金 165,889 135,886

資産除去債務 25,637 25,958

その他 104,211 102,864

固定負債合計 17,230,903 16,054,602

負債合計 28,434,998 28,922,083

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,344,883 19,344,883

資本剰余金 7,158,606 7,158,606

利益剰余金 66,432 △452,937

自己株式 △1,920,380 △1,921,311

株主資本合計 24,649,542 24,129,240

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 375,488 221,494

為替換算調整勘定 751,491 765,682

退職給付に係る調整累計額 190,271 184,893

その他の包括利益累計額合計 1,317,251 1,172,070

非支配株主持分 4,913,344 4,961,156

純資産合計 30,880,138 30,262,467

負債純資産合計 59,315,137 59,184,551
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 23,201,162 22,128,756

売上原価 17,772,254 17,354,833

売上総利益 5,428,907 4,773,922

販売費及び一般管理費 4,792,639 4,665,681

営業利益 636,268 108,240

営業外収益   

受取利息 44,213 47,042

受取配当金 32,245 37,616

為替差益 158,849 101,596

受取保険金 6,082 193,048

その他 115,654 106,967

営業外収益合計 357,045 486,271

営業外費用   

支払利息 96,935 94,452

支払補償費 － 88,516

その他 74,822 80,429

営業外費用合計 171,758 263,399

経常利益 821,556 331,112

特別利益   

固定資産売却益 34,044 294

投資有価証券売却益 30,324 878

特別利益合計 64,369 1,172

特別損失   

固定資産売却損 10,742 14,291

固定資産除却損 966 5,631

減損損失 59,386 13,493

事業移管損失 － ※ 114,486

特別損失合計 71,094 147,903

税金等調整前四半期純利益 814,830 184,381

法人税、住民税及び事業税 274,247 231,586

過年度法人税等 31,054 －

法人税等調整額 △129,361 71,746

法人税等合計 175,940 303,333

四半期純利益又は四半期純損失（△） 638,890 △118,951

非支配株主に帰属する四半期純利益 215,766 279,314

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
423,123 △398,265
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 638,890 △118,951

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 172,535 △124,477

為替換算調整勘定 625,345 △54,267

退職給付に係る調整額 20,605 △4,871

その他の包括利益合計 818,486 △183,616

四半期包括利益 1,457,376 △302,568

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,030,983 △543,446

非支配株主に係る四半期包括利益 426,393 240,878
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間において、新規設立した加高電子（東莞）有限公司を連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　一部の連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 85,355千円 72,584千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 1,373千円 4,745千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　事業移管損失

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　加高電子（深圳）有限公司から加高電子（東莞）有限公司への水晶製品事業移管に伴う費用であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）の償却額は、次のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 2,154,756千円 2,137,454千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 201,891 25 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 121,121 15 平成29年９月30日 平成29年12月14日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 40,369 5 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

平成30年11月９日

取締役会
普通株式 80,734 10 平成30年９月30日 平成30年12月13日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 日本

北米
（注）３

欧州
（注）３

中国 台湾
アジア
（注）３

計

売上高          

外部顧客への

売上高
5,640,422 1,261,854 2,175,589 7,204,885 5,235,797 1,682,611 23,201,162 － 23,201,162

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

12,990,151 34,145 2,961 1,444,438 2,801,220 5,208,495 22,481,413 △22,481,413 －

計 18,630,574 1,295,999 2,178,550 8,649,323 8,037,018 6,891,107 45,682,575 △22,481,413 23,201,162

セグメント利益

又は損失（△）
147,948 13,429 35,424 △363,893 599,091 226,536 658,536 △22,267 636,268

（注）１.　セグメント利益又は損失の調整額△22,267千円には、セグメント間取引消去18,269千円、その他

の調整額△40,536千円が含まれております。

２.　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３.　日本、中国、台湾以外の各セグメントに属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………米国

(2）欧州………ドイツ

(3）アジア……インドネシア、シンガポール、タイ

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：千円）

 日本 北米 欧州 中国 台湾 アジア 合計

減損損失 11,990 － － － 47,395 － 59,386
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 日本

北米
（注）３

欧州
（注）３

中国 台湾
アジア
（注）３

計

売上高          

外部顧客への

売上高
5,252,244 1,377,335 2,007,004 6,469,478 5,398,810 1,623,883 22,128,756 － 22,128,756

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

11,244,779 23,358 3,270 1,389,989 2,284,420 4,412,899 19,358,717 △19,358,717 －

計 16,497,023 1,400,694 2,010,275 7,859,467 7,683,230 6,036,782 41,487,474 △19,358,717 22,128,756

セグメント利益

又は損失（△）
△608,277 24,259 32,229 15,740 719,590 △150,290 33,251 74,989 108,240

（注）１.　セグメント利益又は損失の調整額74,989千円には、セグメント間取引消去21,658千円、その他の

調整額53,331千円が含まれております。

２.　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３.　日本、中国、台湾以外の各セグメントに属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………米国

(2）欧州………ドイツ

(3）アジア……インドネシア、シンガポール、タイ

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：千円）

 日本 北米 欧州 中国 台湾 アジア 合計

減損損失 － － － － 13,493 － 13,493
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
52円40銭 △49円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

423,123 △398,265

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純損失金額（△）（千円）

423,123 △398,265

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,074 8,073

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について、前第３四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しないた

め、当第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成30年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………80,734千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年12月13日

（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

株式会社大真空

取 締 役 会　御 中

 

SCS国際有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 牧 　 辰 人　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安 藤 裕 司　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大真空

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大真空及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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